
平成２２年（厚）第４２２号

平成２４年１月３１日裁決

主文

本件再審査請求を棄却する。

理由

第１　再審査請求の趣旨

社会保険庁長官が平成○年○月○日付で

請求人に対してした、厚生年金保険法によ

る厚生年金保険の被保険者であったＡ（平

成○○年○月○日死亡）に係る遺族厚生年

金を支給しない旨の処分を取り消すとの裁

決を求める。

第２　事案の概要

１　本件は、社会保険庁長官が、再審査請

求人（以下「請求人」という。）が平成

○年○月○日（受付）にした、厚生年金

保険法（以下「厚年法」という。）によ

る厚生年金保険の被保険者であり、平成

○年○月○日に死亡したＡ（以下「Ａ」

という。）の内縁の妻としての遺族厚生

年金の裁定請求に対し、平成○年○月○

日付で、「受給権者と請求者の間におい

て、死亡当時生計維持関係があったと認

められないため。」との理由で、遺族厚

生年金を支給しない旨の処分（以下「原

処分」という。）をしたところ、請求人

が原処分を不服として、標記の社会保険

審査官に対する審査請求を経て、当審査

会に再審査請求をした事案である。

２　本件記録によると、請求人が本件再審

査請求をするに至る経緯は、次のとおり

であると認められる。

(1)　Ａ（昭和○年○月○日生）は、平

成○年○月○日に死亡した厚生年金保

険被保険者期間（以下「厚年期間」と

いう。）○○○月を有する厚生年金保

険の被保険者であり、その死亡の当時、

戸籍上の届出（昭和○年○月○日届出）

のある妻Ｂ（以下「Ｂ」という。）があっ

た。

(2)　Ｂは、平成○年○月○日、社会保

険庁長官に対し、Ａに係る遺族厚生年

金の裁定を請求したところ、社会保険

庁長官は、同年○月○日付で、受給権

発生の日を平成○年○月○日とする遺

族厚生年金を裁定した。

(3)　請求人は、平成○年○月○日、社

会保険庁長官に対し、Ａの内縁の妻で

あるとして、Ａに係る遺族厚生年金の

裁定を請求した。

(4)　社会保険庁長官は、平成○年○月

○日付で、請求人に対し、「受給権者

と請求者の間において、死亡当時生計

維持関係があったと認められないた

め。」との理由により、遺族厚生年金

を支給しない旨の原処分をした。

(5)　請求人は、原処分を不服として、

平成○年○月○日（受付）、標記の社

会保険審査官に対して審査請求をした

が、同社会保険審査官は、同年○月○

日付で上記審査請求を棄却する決定を

した。請求人は、なおも原処分を不

服として、平成○年○月○日（受付）、

当審査会に再審査請求をした。

３　本件の争点は以下のとおりである。す

なわち、厚生年金保険の被保険者又は被

保険者であった者が死亡した場合におい

て、その死亡の当時その者によって生計

を維持していたその者の配偶者（婚姻は

していないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む（厚年法第３条第２

項）。以下、婚姻はしていないが事実上

婚姻関係（以下「事実婚関係」という。）

にある妻と同様の関係にある者を「内縁

の妻」という。）に遺族厚生年金が支給

される。そして、事実婚関係にある者と

は、いわゆる内縁関係にある者をいうの

であり、内縁関係とは、婚姻の届出を欠

くが、社会通念上、夫婦としての共同生

活と認められる事実関係をいい、次の２

要件を備えること、すなわち、①　当事

者間に、社会通念上、夫婦の共同生活と

認められる事実関係を成立させようとす

る合意があること、②　当事者間に、社

会通念上、夫婦の共同生活と認められる

事実関係が存在することの２要件を備え

ることが必要とされている（昭和５５年



５月１６日庁保発第１５号社会保険庁保

険部長通知。以下「本件通知」という。）。

しかし、死亡した者に戸籍上の届出のあ

る妻のほかに内縁の妻がある場合（以下、

内縁の妻の側から見たこのような内縁関

係を「重婚的内縁関係」という。）の取

扱いについては、本件通知において、婚

姻の成立が届出により法律上の効力を生

ずることとされていることからして、届

出による婚姻関係を優先すべきことは当

然であり、したがって、届出による婚姻

関係がその実態を全く失ったものとなっ

ているときに限り、内縁関係にある者を

事実婚関係にある者として認定するもの

とすることとされている。本件において

は、請求人は、Ａの内縁の妻であると主

張して遺族厚生年金の裁定を求めるとこ

ろ、請求人がＡの内縁の妻であると仮定

しても、Ａには戸籍上の届出のある妻で

あるＢがあるので、請求人は重婚的内縁

関係にある内縁の妻ということになるか

ら、遺族厚生年金を受給するためには、

先ずもって、ＡとＢとの婚姻関係がその

実態を全く失ったものとなっていること

が必要であり、これが肯定的に判断され

る場合には、次に、請求人がＡの死亡の

当時、Ａによって生計を維持していたか

どうかが検討されることになる。した

がって、本件における争点は、次のとお

りである。

(1)　争点１

ＡとＢとの婚姻関係がその実態を

全く失ったものとなっていたか、否か。

(2)　争点２

請求人が、Ａとの婚姻の届出を欠く

が、社会通念上、夫婦としての共同生

活と認められる事実関係にあり、かつ、

Ａの死亡の当時、Ａによって生計を維

持していたか、否か。

第３　争点に対する判断

１　争点１について判断するに、夫が戸籍

上届出のある妻以外の女性と事実上の婚

姻関係にある場合において、届出による

婚姻関係がその実態を全く失ったものと

なっているときとは、どのような場合を

いうかについては、婚姻の届出のある妻

について農林漁業団体職員共済組合法第

２４条第１項所定の配偶者に当たらない

とした最高裁判所昭和５４年（行ツ）第

１０９号同５８年４月１４日第一小法廷

判決・民集３７巻３号２７０頁）が、戸

籍上届出のある妻が、夫と事実上婚姻関

係を解消することを合意した上、夫の死

亡に至るまで長期間別居し、夫から事実

上の離婚を前提とする養育費等の経済的

給付を受け、婚姻関係が実体を失って形

骸化し、かつ、その状態が固定化し、一方、

夫が他の女性と事実上の婚姻関係にあっ

たなどの事情があるときは、上記妻は同

法第２４条第１項にいう配偶者にあたら

ないと判示していることを考慮すると、

①　当事者が離婚の合意に基づいて夫婦

としての共同生活を廃止していると認め

られるが戸籍上離婚の届出をしていない

ときや、②　一方の悪意の遺棄によって

夫婦としての共同生活が行われていない

場合であって、その状態が長期間（概ね

１０年程度以上）継続し、当事者双方の

生活関係がそのまま固定していると認め

られるとき等であり、ここに「夫婦とし

ての共同生活を廃止した、あるいは夫婦

としての共同生活の状態にない」といい

得るためには、㋐　当事者が住居を異に

すること、㋑　当事者間に経済的な依存

関係が反復して存しないこと及び㋒　当

事者間の意思の疎通をあらわす音信又は

訪問等の事実が反復して存在しないこと

の全ての要件に該当することを要するも

のというべきであり（「事実婚関係の認

定事務について」（昭和５５年５月１６

日庁保険発第１３号社会保険庁年金保険

部厚生年金保険課長・国民年金課長・業

務第１課長・業務第２課長通知。以下「昭

和５５年５月１６日第１３号通知」とい

う。））、この関係は、受給権者と重婚的

内縁関係にある者との関係が密接である

ために反射的に戸籍上の届出のある妻と

の関係が疎遠になっている状態をいうの

ではなく、受給権者と戸籍上の届出のあ

る妻との間に婚姻関係を解消することに



ついての合意があり、事実上の離婚に関

する経済的給付も、事実上の離婚給付と

しての性格を有するものであるなど、双

方の積極的な意思が合致して事実上の離

婚状態を作り上げているということでな

ければならないというべきである。

２　これをＡとＢとの関係についてみる

に、本件記録によると、次の各事実が認

められる。

(1)  Ａは、昭和○年○月○日、父Ｃと

母Ｑの長男として出生したものであ

り、Ｂは、昭和○年○月○日、父Ｄと

母Ｅの長女として出生したものであ

る。両名は、昭和○年○月○日に婚姻

の届出をした夫婦であり、両名の間に、

長女Ｆ（昭和○年○月○日生。以下「Ｆ」

という。）及び二女Ｇ（昭和○年○月

○日生。以下「Ｇ」という。）が出生

している。一方請求人は、昭和○年○

月○日、父Ｈ、母Ｉ（以下「Ｉ」という。）

の長女として出生し、昭和○年○月○

日にＪとの間に女・Ｋが出生し（昭和

○年○月○日Ｊ認知届出。以下「Ｋ」

という。）、昭和○年○月○日にＡとの

間に男・Ｌ（昭和○年○月○日胎児認

知届出。以下「Ｌ」という。）が出生

している。

(2)  Ａは、平成○年○月○日に、ａ病

院において、胆嚢癌（直接死因）によ

り死亡した。死亡当時の住民基本台帳

法上の届出住所はＢの肩書住所地と同

じ○○市○○○区○○町○番地の○○

ｂハイツ○○○○号室（以下「ｂハイ

ツ」という。）であり、Ａを世帯主と

する住民票謄本によると、ＡとＢ夫婦

は、昭和○年○月○日に、前住所地○

○郡○○町○○○○○○番地から一緒

に上記住所地に転入し、ｂハイツを自

宅としたものであり、両名の登録住所

地は、転入時からＡの死亡時に至るま

で変更されることはなかった。

(3)  Ａは、死亡時、株式会社ｃ社の代

表取締役であった。株式会社ｃ社（以

下「ｃ社」という。）は、○○市○○

区○○○町○丁目○番○号を本店所在

地とし、美術工芸品の取扱事務及び販

売業、梱包及び荷造の製作及び販売業

等を目的として、昭和○年○月○日に

設立されたｄ社（以下「ｄ社」という。）

を前身とする株式会社であり、その代

表取締役はＡ１名のみであったが、Ａ

が死亡する約１月前の平成○年○月○

日に従前から取締役であったＮ（以下

「Ｎ」という。）が代表取締役に就任し

（Ａとの各自代表）、Ａが同年○月○日

に死亡した後の同月○日にＦが代表取

締役に就任して、Ｎとの各自代表制と

なった。Ａの妻であるＢは、監査役と

されている（平成○年○月○日就任）。

請求人は、平成○年○月○日にｃ社の

取締役に就任しており、平成○年○月

○日に辞任している。Ａが死亡した日

の属する第２７期営業年度における報

酬額は、Ａは○○○○万円（前事業年

度（以下、同じ。）○○○○万円）、Ｎ

は○○○○万円（○○○○万○○○○

円）、Ｂは○○万円（同額）、請求人は、

○○○万円（○○○万円）であった。

(4)  請求人のＡ死亡当時の住民基本台

帳法上の届出住所は、○○区○○○○

○丁目○○番○○号であり、同所の借

家（以下「○○○○の居宅」という。）

に居住していたところ、○○○○の居

宅は、ｃ社が平成○年○月○日にＯか

ら賃借した建物であり、請求人は、同

月○○日○○市内（同所の住宅を以下、

「○○の居宅」という。）から転入して

入居した。請求人は、Ａ死亡後の平成

○年○月○日まで○○○○の居宅に居

住しており、同月○○日に肩書住所地

である○区○○○－○○－○○－○○

○に転出した。

(5)  Ａは、昭和○年ころまでは、外泊

はあったものの、時折帰宅が深夜にな

るが、基本的には原則として毎日帰宅

する生活を送っていた。昭和○年にｃ

社の自社ビルが建築され、Ａは、その

頃から、自社ビルでの寝泊まりの方が

便利であるとして、ｂハイツに帰宅し

ないようになり、Ｂに対しても会社近



くへの転居を提案したが、娘たちの転

校を避けたいと考えていたＢは、その

提案に乗らなかった。そのため、Ａは、

ウィークデーは自宅に用事があるとき

のみ帰宅して会社に戻り、終末はゴル

フという生活となり、自宅で就寝する

のは月に数回という生活になった。

昭和○年になると、Ｆ及びＧが○○

○に留学し、Ａも娘たちのことを気に

掛けなくて済むようになり、ｂハイツ

で就寝することは２、３か月に１回と

いう頻度となった。しかし、Ａは、毎

週Ｂの許に電話連絡をしており、会社

関係の連絡の有無の確認（代表取締役

であるＡの法人登記簿上の住所がｂハ

イツとなっていた。）と留学中の娘た

ちの消息を尋ねることが多かった。会

社関係の書類が届いていたときにはＡ

が取りに帰って来たり、Ｂが会社に郵

送したりしていた。また、Ｆ及びＧは

３か月に一度は寄宿舎が閉まることか

ら、その都度帰国しており、その際は、

Ａもｂハイツで過ごしていた。その間、

Ａ及びＢの夫婦は、知人の結婚式の媒

酌人を３回務め、特に、ｃ社の取締役

（後に代表取締役）であるＮの媒酌人

も務めている。

Ａの実家での大切な行事には、Ｂも

Ａと共に帰省しており、娘たちもお盆

と正月には一緒に帰省していた。

Ａは、婚姻当初から生活費を手渡

し又は振込でＢに渡しており、バブル

崩壊のころはｃ社も経営不振に陥り、

振込額が減ったこともあったが、Ｂが

パートに出て乗り切った。平成○年こ

ろには月額○万円台の送金があり、こ

れは、平成○年○月まで続き、同年○

月からは月額○○万円、平成○年から

は月額○○万円となったが、同年○月

に月額○万円になり、同年○○月に月

額○○万円になり、平成○年○月から

月額○○万円になり、平成○○年○月

以降は、毎月○○万円が振り込まれる

ようになっており、この送金額は、Ａ

が死亡するまで維持されていた。もと

より、特別の出費や臨時的な出費があ

るときには、その都度、必要額が送金

されたり、直接手渡しで渡されていた

（なお、以上の送金は、Ａからの送金

であったり、ｃ社からの送金であった

り、まちまちであったが、平成○年○

月以降の送金は、概ねｃ社からのもの

である。）。Ｆ及びＧの留学費用は、総

額約○億○○○○万円に上っている。

なお、Ｂの年金記録によると、Ｂは、

昭和○年○月から平成○年○月まで継

続して厚年資格を有していたが、同年

○月以降は厚年資格を喪失し、国民年

金の被保険者となったが、三号被保険

者該当届けをしないまま経過し、平成

○年○月○日に、第３号被保険者特例

届出をし、平成○年○月分から平成○

年○月分までが保険料納付済期間とさ

れている。さらに、○○市○○○区長

作成のＢに係る平成○○年度市民税・

県民税非課税証明書によると、ＢがＡ

の控除対象配偶者であることが証明さ

れており、Ａに係る健康保険「被扶養

者記録照会回答票」（案内画面）によ

ると、Ｂは、Ａの死亡による資格喪失

時において、被扶養者（続柄：妻）と

されている。

また、Ａは、○○○○○カードの

会員で、Ｂはその家族会員となってお

り、Ｂは、昭和○年ころから各種買物

等に○○○○○カードを利用してお

り、現在残されている利用代金請求書

によると、Ｂは、平成○年○月以降は

概ね１０日おきに、○○○○○カード

決済（Ａ名義の預金口座からの引き落

とし決済）により、「○○○○倶楽部」

という通販業者から宅配野菜、お茶、

ぬか、ごま油を購入している。

(6)  請求人は、昭和○年ころ、クラブ

○○○でホステスとして稼働していた

ところ、客として来店したＡと知り合

い、Ａは、知り合って３か月位したこ

ろに、○区○○○番のマンションを請

求人に借り与え、請求人、Ｋ及び請求

人の母Ｉを住まわせて交際を続けてい



た。その後、請求人がＬを懐胎したこ

とから、○区○○○のマンションに

転居し、昭和○年○月にＬが出生し

た。その頃は、Ａは、請求人と同居し

ており、平成○年ころには、Ａが○○

の居宅を購入し、Ａ及び請求人らは○

○の居宅に転居したが、その半年後に

はＡが単身○○の居宅から退去して両

名の同居は中断し、請求人は、平成○

年ころまでホステスとして稼働してい

た。同年ころ、Ａが「一緒に住まわせ

てくれれば、……生活費をもっと入れ

られるから。」と言って○○の居宅に

戻り、両名の同居が再開され、請求人

もホステスを辞めた。請求人、Ｋ、Ｌ

及びＩは上記認定のとおり、平成○年

○月から○○○○の居宅に引っ越しし

たが、Ａは、○○○○の居宅で、請求

人ら４名と起居を共にしており、○○

○○の居宅の賃貸人も、Ａと請求人が

婚姻の届出をしているかどうかはとも

かく、通常の夫婦として両名をみてい

た。Ａは、請求人に○○○○のマンショ

ンを借り与えて以来、請求人らの生活

費を請求人に与えており、その原資は

請求人をｃ社の取締役であることにし

て、その報酬名下に会社から金を引き

出して資金を捻出していたものである

（請求人は、審査請求書において「同

社のために働いたことは一度もなかっ

た。同社はＡの１００％オーナー会社

であり、Ａが自分の好きなように決め

ることができたため、報酬を請求人と

自分のための費用に充てるだけの目的

で役員にしたものである。」と述べて

いる。）。請求人は、昭和○年○月○日

にｄ社に係る厚年資格を取得し、平成

○年○月○日にその資格を喪失し、同

日、別の事業所（○○○○○○株式会

社（当時は、○○○○○○相互会社））

に係る厚年資格（標準報酬月額○万円）

を取得したが、平成○年○月○日にそ

の資格を喪失し、その後、同月から平

成○年○月までの間は厚年資格を取得

することなく経過し、同年○月○日に

ｃ社に係る厚年資格（標準報酬月額○

万○○○○円、平成○年○月○日以降

は○○万円）を取得している。なお、

Ｌは、○○大学を卒業した医師である。

以上の事実が認められ、請求人作

成の各陳述書（生計同一についての説

明書、生計同一についての陳述書）中、

上記認定に反する部分は、上記認定事

実及びその認定に供した証拠関係に照

らして措信せず、他に、上記認定を覆

すに足りる的確な証拠はない。

３　上記認定事実によると、Ｂは、Ａとの

婚姻以来その死亡に至るまでの間、一貫

して、Ａと同人を世帯主とする住民票上

の住所を一にしていたことが認められる

が、実際には、昭和○年ころから、死亡

するに至までの間、特別の場合以外は起

居を共にすることがなくなり、別居状態

にあったことが認められる。一方、その

間、Ａは、一時中断した期間はあるもの

の、概ね請求人と起居を共にして同居し

ていたものと認められるところ、本件記

録により認められるＡと請求人並びに

Ｋ、Ｌ及びＩとの生活関係を考慮すると、

Ａと請求人との間には、社会通念上、夫

婦の共同生活と認められる事実関係を成

立させようとする合意に基づく夫婦の共

同生活と認められる事実関係が存在して

いたものと認めるのが相当であり、請求

人は、Ａと婚姻はしていないが事実婚関

係にある内縁の妻に当たるというべきで

あるが、一方、Ａには戸籍上の届出のあ

る妻・Ｂがあったのであるから、請求人

はＡと重婚的内縁関係にあった者である

ということができる。そして、本件通知

の定めるところによれば、請求人が遺族

厚生年金を受給するためには、先ずもっ

て、ＡとＢとの婚姻関係がその実態を全

く失ったものとなっていることが必要と

いうことになる。

４　そこで、昭和５５年５月１６日第１３

号通知の定めるところに従い、この点に

ついて検討するに、上記認定のとおり、

ＡとＢは、永年別居しており、その別居

状態は固定化していたとはいえるけれど



も、当事者間には経済的な依存関係が反

復して存続していたのであり、当事者間

の意思の疎通を示す音信又は訪問等の事

実も反復して存在していたことが認めら

れるのであって、これらの事実に、Ａが

平成○年○月○日に東京法務局所属公証

人Ｐに対して作成を嘱託した遺言公正証

書によると、Ａがした遺言は、最高裁判

所平成元年（オ）第１７４号同３年４月

１９日第二小法廷判決・民集第４５巻４

号４７７頁がいう、特定の遺産を特定の

相続人をして単独で相続させる遺産分割

の方法を指定する形式の遺言であり、こ

れによりその遺産をＦ及びＧに相続させ

ることとした上、「遺言者の妻Ｂは、遺

族年金の収入にて、第３条記載の建物

（注：ｂハイツ）にて生活してください。」

との付言をしていることが認められるこ

と、上記遺言書には請求人のことはもと

より認知した子であるＬに関する件は一

切出て来ないことを併せて考慮すると、

Ａは、ｂハイツに住むＢら家族と、○○

○○の居宅に住む請求人ら家族の二つの

家族を持ち、それぞれの住居を確保して

生活費を負担し、Ｂの子であるＦ及びＧ

を○○○に留学させ、請求人の子である

Ｌに対しては○○大学における教育を受

けさせて医師にまで育て上げていること

からも分かるように、二つの家族それぞ

れとの関係を適度に調整しながら、Ｂと

の婚姻関係及び請求人との事実婚関係の

双方を維持し、いわば二人分の人生を

送ってきたものといえるのであり、もと

より、そのうちのＢとの婚姻関係がその

実態を失って形骸化していたものという

ことは到底いえない。そして、本件通知

によれば、婚姻の成立が届出により法律

上の効力を生ずることとされていること

からして、届出による婚姻関係を優先す

べきことは当然であり、したがって、届

出による婚姻関係がその実態を全く失っ

たものとなっているときに限り、内縁関

係にある者を事実婚関係にある者として

認定するものとすることとされているの

であるから、争点２の如何、すなわち、

請求人がＡと内縁関係にあり、かつ、Ａ

の死亡の当時、Ａによって生計を維持し

ていたか、否かにかかわりなく、請求人

は、Ａに係る遺族厚生年金を受けること

はできないものというべきである。

５　以上の認定及び判断の結果によると、

請求人に対し、遺族厚生年金を支給しな

い旨の原処分は、結論において適法かつ

妥当であり、本件再審査請求は理由がな

いからこれを棄却すべきである。よって、

主文のとおり裁決する。


